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研究成果の概要（和文）：新型コロナによる長期間の渡航制限や21年のタリバンによるアフガニスタン掌握など
社会の急激な変化が本研究の進捗に大きな影響を与えたが、アフガニスタンの事例では社会調査データを利用し
て紛争経験が教育に与える負の影響と当該影響から回復するコミュニティ・レジリエンスに関する分析を行い、
国際誌で3本（うち1本はハイインパクトジャーナル）の論文発表と8回の学会報告等を行った。
東ティモールの事例では複数回の現地渡航によるデータ収集と教育に対する紛争の長期的影響の分析を行い、1
本の共著本（章担当）の出版と1回の学会報告を行った。東ティモールを事例とした研究は現在も進行中であり
論文執筆のための分析を行っている。

研究成果の概要（英文）：Rapid social changes, such as the long-term travel restrictions caused by 
the new coronavirus and the Taliban's seizure of all of Afghanistan in 2021, had a significant 
impact on the progress of this research, but in the case of Afghanistan, using social survey data to
 analyze the negative impact of conflict experiences on education and the community resilience to 
recover from such impacts, I have published three papers in international journals (including one by
 a high-impact journal) and gave eight presentations and lectures at conferences.
In the case of Timor-Leste, we collected data through multiple field trips, published one 
co-authored book (chapter in charge), and presented at one academic conference. Research on the case
 study of Timor-Leste is still ongoing and is being analyzed for writing several papers.

研究分野： 国際教育開発、教育社会学、国際比較教育政策

キーワード： 紛争と教育　教育開発　GIS情報分析　コミュニティ・レジリエンス　アフガニスタン　東ティモール

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は紛争が教育（特に教育へのアクセス）に対してどのような影響を与え、それが男女や教育レベルでどの
ように異なるのかについて、空間分析を応用した紛争レベルと波及効果の詳細な分析を通して、従来の研究より
もより正確な推定を行った。そのうえで、紛争が教育に与える負の影響をコミュニティがどのように反応し、正
常に戻すためのどのような効果的な活動を行っているのかを量的に分析したものである。研究結果からはトップ
ダウンではなく、コミュニティメンバーの自発的な貢献が大きなレジリエンス能力となることがわかり、各地で
紛争が続く現代において紛争後社会の教育復興政策のモデルを提示することに成功した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
本研究は、紛争の影響を受けた国家における効果的な教育支援政策を模索することを目

的としている。紛争が教育効果にどのような影響を及ぼしているのかを量的手法によって
実証的に明らかにすることが研究の核心である。当該研究領域はデータ収集の難しさから
研究例が乏しく、分析の枠組みが未だ確立していない。そのため、本研究では、まず学問分
野として成熟している教育効果の要因分析（学校効果研究）の理論を紛争と教育の議論に導
入することで、新たな分析枠組みを構築する。この枠組みを用いて、アフガニスタン及び東
ティモールを事例として、生徒個人の紛争経験が学力試験結果にどのような直接的効果を
持ち、さらに教育効果の主要因にどのような作用を及ぼしていくのかを検証する。 
 
２．研究の目的 
 
この研究の目的は、紛争が教育に及ぼす影響を理論的かつ実証的に明らかにすることで

ある。具体的には、紛争経験が個人の教育状況（特に教育へのアクセス）に及ぼす直接的な
影響と、その（負の）影響がどのような要因により回復するかを実証的に明らかにし、紛争
後の教育政策の有効性を向上させるための理論的枠組みを構築することを目指している。
また、研究では、負の影響からの回復について、コミュニティのレジリエンス能力に注目し
た。このコミュニティ・レジリエンスを具体的なコミュニティの行動の種類ごとにレジリエ
ンスのプロキシとして考慮し、紛争が教育に及ぼす影響の実証と同一のモデルに組み込み、
コミュニティ・レジリエンスの効果を推定することを目的とした。この研究は、量的な視点
から紛争を分析の対象にし、国際的にも少ない研究例を増やすことに寄与する。紛争が世界
中で広がる中で、教育に対する紛争のインパクトがどのような経路を通じて伝わり、当該イ
ンパクトから守るコミュニティの行動を明らかにし、紛争後の教育復興支援政策の構築に
役立てるための詳細なデータと分析を提供する。 
 
３．研究の方法 
 
研究では、紛争の波及効果を現実的に捉えるために、2つの先進的な地理空間分析手法が

採用されている。これらの手法は、従来の区分ごとの単純な紛争被害者数に基づく方法より
も、地理的な影響の広がりや深さを詳細に解析する能力を持つ。 
 

 

 

戦闘発生ポイントに基づくカーネル密度分析(アフガニスタン：2005 年（左）、2007 年（右）) 

戦闘発生の有無（左）と数（右）による区別 (アフガニスタン：2007 年) 



カーネル密度推定を用いた分析では、地理的なデータポイント（この場合は紛争イベント
の位置）を利用して、その影響が地理的にどのように広がっているかを視覚化する。カーネ
ル密度推定は、各紛争地点から一定の範囲（バンド幅）にわたって、紛争の影響を「平滑化」
して表示する。これにより、単一の事件がどの程度の地域に影響を与える可能性があるかを
評価できるため、紛争の波及効果をよりリアルに把握することが可能となる。具体的には、
紛争地点を中心とした一定半径内での死亡者数を加重し、その影響の「熱マップ」を生成す
る。この方法は、単に紛争が発生した地点のみを考慮するのではなく、その影響が周辺地域
にどのように波及するかを考慮に入れるため、より広範な地理的文脈で紛争の影響を評価
するのに適している。 
  

 
ホットスポット分析は、特定の地理的領域内でのイベント（この研究では教育アクセスの

障害となる紛争）のクラスタリングや集中度を統計的に特定する。この分析により、紛争の
影響が特に集中している地域（ホットスポット）と、比較的影響が少ない地域（コールドス
ポット）が識別される。この手法は、地理的に不均一なデータ分布を持つ場合の地域間の比
較に特に有用で、政策立案者がリソースの配分や介入策を地理的に最適化するための洞察
を提供する。ホットスポット分析は、伝統的な地区ごとの分析と比較して、地理的な微妙な
違いを捉え、紛争の広がりや教育へのアクセス障害の本当の「熱点」を明らかにする。 
これらの手法は、単に地区ごとに死者数を比較する従来の方法よりも進んでおり、紛争の

実際の地理的な波及効果を考慮することで、紛争が教育アクセスに与える影響をより詳細
かつ現実的に評価することが可能となる。これにより、政策立案者は紛争の影響を受けやす
い地域に対して、より効果的でターゲットを絞った介入が可能となる。 
また、本研究では、特定の介入の効果を測定するために、時間的な変化と地理的な差異を

利用して、介入前後の変化と介入を受けた群と受けていない群との差異を比較する統計的
手法である差分の差分（DID）アプローチを採用した具体的には、アフガニスタンにおける
2005 年と 2007 年のデータを用いて、これら二つの時点での武装紛争の教育への影響を比
較検証している。 
  
 

 
この分析では、特定の地域で教育へのアクセスがどのように変化したかを調査し、武装紛

争が教育アクセスに及ぼすスピルオーバー効果を特定するために使用されている。この手
法は、時間による変化（介入の有無）と地理的な差異（紛争の影響を受けた地域とそうでな

2005 年と 2007 年のアフガニスタン紛争を事例とした差分の差分（DID)分析フレームワーク 

アフガニスタンにおける 2014 年の戦闘発生地点とホットスポット分析 



い地域）の両方を考慮することで、他の外部要因による影響を排除し、より正確な影響評価
を目指している。このように DID アプローチを使用することで、単に一時点のデータだけ
ではなく、時間を追って変化を分析することが可能となり、政策的な介入が教育へのアクセ
スにどのように作用するかをより詳細に理解することができる。 
 
４．研究成果 
 
本研究では、上述したように武装紛争の教育へのスピルオーバー効果が検証されており、特
に女子の教育アクセスに対する負の影響が確認された。アフガニスタンを事例とした地理
情報システム（GIS）データを用いて紛争地点の広がりを視覚的に捉え、紛争が教育アクセ
スに及ぼす影響を量的に分析した結果、紛争の直接的な影響を受けていない地域でも、紛争
の波及効果により教育アクセスが顕著に低下していることが示された。それに対して、コミ
ュニティ・レジリエンスとしての具体的な行動では、地域内に居住する個人が自主的に教育
への財政的支援を行う場合には、トップダウンによる教育支援プログラムを実施するより
も紛争による負の影響が軽減される傾向があり、コミュニティの個人の積極的関与が如何
にして教育アクセスを支えるかが明らかになった。 
また、紛争下での教育政策と介入の成果に焦点を当て、具体的な教育プログラムや政策が

紛争状況下でどのように機能するを評価した分析では、特にジェンダー関連の行動がホッ
トスポット地域における女子の教育アクセスを顕著に向上させていることがわかった。ま
た、コミュニティを含む群の治安に関連する雰囲気が紛争の強度に関わらず、女子と男子の
教育アクセスの向上を促進しており、コミュニティの児童労働に対する行動も男子の教育
アクセスを向上させていることが分かった一方で、従来の教育支援プログラムは比較的安
全な地域でのみ効果があることが確認された。これらの発見は、コミュニティの社会資本が
教育部門のレジリエンスを強化する役割を明らかにし、紛争状況における効果的な教育政
策および支援メカニズムの開発のための基盤を提供している。 
これらの研究結果から、紛争が教育に与える影響は多層的であり、地域社会の積極的な参

加が教育アクセスの改善に不可欠であることが再確認されている。また、教育政策や介入の
設計にあたっては、地域の実情に即したアプローチが求められ、研究成果は政策立案者にと
って貴重な示唆を提供している。 
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